
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶層を狭持する一対の基板からなるＩＰＳモードにて駆動される液晶セルと、当該液
晶セルの両側に直交状態に配置される一対の偏光板とを有する透過型液晶表示装置におい
て、
　当該液晶セルの視認側および入射側の両側の偏光板として、偏光板の吸収軸と位相差フ
ィルムの遅相軸が直交または平行になるように積層した光学フィルムが配置されており、
　前記光学フィルムは、前記偏光板が、偏光子の両面に透明保護フィルムを積層してなり
、当該透明保護フィルム面内の面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸に垂直な方向を
Ｙ軸、フィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の５５０ｎｍにおける屈折率を
ｎｘ 1、ｎｙ 1、ｎｚ 1、フィルムの厚さｄ 1（ｎｍ）とした場合に、
　面内位相差Ｒｅ 1＝（ｎｘ 1－ｎｙ 1）×ｄ 1が、１０ｎｍ以下であり、
かつ厚み方向位相差Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ 1＋ｎｙ 1）／２－ｎｚ 1｝×ｄ 1が、３０～１００ｎ
ｍであり、
　前記位相差フィルムが、当該フィルム面内の面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸
に垂直な方向をＹ軸、フィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の５５０ｎｍに
おける屈折率をｎｘ 2、ｎｙ 2、ｎｚ 2、フィルムの厚さｄ 2（ｎｍ）とした場合に、
　Ｎｚ＝（ｎｘ 2－ｎｚ 2）／（ｎｘ 2－ｎｙ 2）で表されるＮｚ値が、 ～０．８を
満足し、
　かつ面内位相差Ｒｅ 2＝（ｎｘ 2－ｎｙ 2）×ｄ 2が、６０～３００ｎｍであり、
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　無印加状態において液晶セル内の液晶物質の異常光屈折率方向と入射側の前記光学フィ
ルムの偏光板の吸収軸が平行状態にあることを特徴とする透過型液晶表示装置。
【請求項２】
　５５０ｎｍにおける位相差値が電圧無印加時において２３０～３６０ｎｍであるＩＰＳ
モードの液晶セルを用いたＩＰＳモード液晶表示装置に適用するものであることを特徴と
する請求項１記載の透過型液晶表示装置。
【請求項３】
　前記光学フィルムは、偏光板の吸収軸と位相差フィルムの遅相軸が平行になるように積
層したものであることを特徴とする請求項１または２記載の透過型液晶表示装置。
【請求項４】
　

【請求項５】
　

【請求項６】
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板と位相差フィルムを積層した光学フィルムを用いた、いわゆるＩＰＳ
モードで動作する液晶表示装置、特に透過型液晶表示装置に適している。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、液晶表示装置としては、正の誘電率異方性を有する液晶を、相互に対向する
基板間にネジレ水平配向したいわゆるＴＮモードの液晶表示装置が主として使われている
。しかし、ＴＮモードではその駆動特性上、黒表示をしようとしても基板近傍の液晶分子
により複屈折が生じる結果、光漏れが生じてしまい、完全な黒表示を行うことが困難であ
った。これに対し、ＩＰＳモードの液晶表示装置は、非駆動状態において液晶分子が基板
面に対して略平行なホモジニアス配向を有するため、光は液晶層を、その偏光面をほとん
ど変化させること無く通過し、その結果基板の上下に偏光板を配置することにより非駆動
状態でほぼ完全な黒色表示が可能である。
【０００３】
　しかしながら、ＩＰＳモードではパネル法線方向においてはほぼ完全な黒色表示ができ
るものの、法線方向からズレた方向からパネルを観察する場合、液晶セルの上下に配置す
る偏光板の光軸方向からズレた方向では偏光板の特性上避けられない光漏れが発生する結
果、視野角が狭くなるという問題があった。すなわち、一般的に用いられているトリアセ
チルセルロース（ＴＡＣ）フィルムを保護フィルムとして用いた偏光板では、ＴＡＣフィ
ルムの有する複屈折性により視野角が狭くなるという問題があった。
【０００４】
　この問題を解決するために、斜め方向から観察した場合に生じる偏光板の幾何学的な軸
ズレを、位相差フィルムにより補償した偏光板が用いられている（たとえば、特許文献１
、特許文献２参照。）。前記特許文献１、２に記載の偏光板では、偏光子の保護フィルム
として位相差フィルムが使用されている。しかしながら、特許文献１、特許文献２に記載
の位相差フィルムではＩＰＳモードの液晶表示装置の充分な広視野角を実現し難い。
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入射側のセル基板に配置された光学フィルムの位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2が、
視認側のセル基板に配置された光学フィルムの位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2よりも
小さく、

入射側のセル基板に配置された光学フィルムの位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2が、
６０～１６０ｎｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の透過型液晶表
示装置。

位相差フィルムのＮｚ値が、０．２５～０．５５であることを特徴とする請求項１～４
のいずれかに記載の透過型液晶表示装置。

位相差フィルムが、高分子ポリマーの複屈折性フィルムであることを特徴とする請求項
１～５のいずれかに記載の透過型液晶表示装置。



【特許文献１】特開平４－３０５６０２号公報
【特許文献２】特開平４－３７１９０３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　また本発明は、偏光板と位相差フィルムを積層した光学フィルムを用いた、広範囲にわ
たり高いコントラスト比を有する見やすい表示を実現可能な、ＩＰＳモードで動作する液
晶表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、以下に示す液晶表示装置を
見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち本発明は、液晶層を狭持する一対の基板からなるＩＰＳモードにて駆動される
液晶セルと、当該液晶セルの両側に直交状態に配置される一対の偏光板とを有する透過型
液晶表示装置において、
　当該液晶セルの視認側および入射側の両側の偏光板として、偏光板の吸収軸と位相差フ
ィルムの遅相軸が直交または平行になるように積層した光学フィルムが配置されており、
　前記光学フィルムは、前記偏光板が、偏光子の両面に透明保護フィルムを積層してなり
、当該透明保護フィルム面内の面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸に垂直な方向を
Ｙ軸、フィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の５５０ｎｍにおける屈折率を
ｎｘ 1、ｎｙ 1、ｎｚ 1、フィルムの厚さｄ 1（ｎｍ）とした場合に、
　面内位相差Ｒｅ 1＝（ｎｘ 1－ｎｙ 1）×ｄ 1が、１０ｎｍ以下であり、
かつ厚み方向位相差Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ 1＋ｎｙ 1）／２－ｎｚ 1｝×ｄ 1が、３０～１００ｎ
ｍであり、
　前記位相差フィルムが、当該フィルム面内の面内屈折率が最大となる方向をＸ軸、Ｘ軸
に垂直な方向をＹ軸、フィルムの厚さ方向をＺ軸とし、それぞれの軸方向の５５０ｎｍに
おける屈折率をｎｘ 2、ｎｙ 2、ｎｚ 2、フィルムの厚さｄ 2（ｎｍ）とした場合に、
　Ｎｚ＝（ｎｘ 2－ｎｚ 2）／（ｎｘ 2－ｎｙ 2）で表されるＮｚ値が、 ～０．８を
満足し、
　かつ面内位相差Ｒｅ 2＝（ｎｘ 2－ｎｙ 2）×ｄ 2が、６０～３００ｎｍであり、
　

　無印加状態において液晶セル内の液晶物質の異常光屈折率方向と入射側の前記光学フィ
ルムの偏光板の吸収軸が平行状態にあることを特徴とする透過型液晶表示装置、に関する
。
【０００８】
　上記本発明の光学フィルムは、上記所定位相差値の保護フィルムを有する偏光板をクロ
スニコル状態で配置した場合に、光軸からズレた方向での光漏れを、上記特定の位相差フ
ィルムにより解消することができ、たとえば、ＩＰＳモードの液晶表示装置に好適に用い
られる。特に液晶層の斜め方向におけるコントラストの低下を補償する機能を有する。前
記光学フィルムは、偏光板の吸収軸と位相差フィルムの遅相軸が直交となるように積層さ
れている。
【０００９】
　前記偏光板の透明保護フィルムは、面内位相差Ｒｅ 1が１０ｎｍ以下、より好ましくは
６ｎｍ以下であり、かつ厚み方向位相差Ｒｔｈは３０～１００ｎｍ、好ましくは３０～６
０ｎｍである。本発明は、偏光子の透明保護フィルムとして、かかる位相差を有するもの
に対して、位相差フィルムにより補償効果の高い光学フィルムを得るものである。透明保
護フィルムの厚さｄ 1は特に制限されないが、一般には５００μｍ以下であり、１～３０
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入射側のセル基板に配置された光学フィルムの位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2が、
視認側のセル基板に配置された光学フィルムの位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2よりも
小さく、



０μｍが好ましい。特に５～２００μｍとするのが好ましい。
【００１０】
　位相差フィルムは前記Ｎｚ値が ～０．８であり、かつ面内位相差Ｒｅ 2が６０
～３００ｎｍである。Ｎｚ値は補償機能を高める点 であるの好ましい。
一方、Ｎｚ値は０．６以下、さらには０．５５以下であるのが好ましい。面内位相差Ｒｅ

2は補償機能を高める点から１２３ｎｍ以上、さらに１２８ｎｍ以上であるの好ましい。
一方、本発明の光学フィルムは、たとえば、ＩＰＳモード液晶表示装置に用いられるが、
当該光学フィルムをＩＰＳモード液晶表示装置における液晶セルの片側にのみ用いる場合
には、位相差フィルムの面内位相差Ｒｅ 2は、１００～１６０ｎｍであるのが好ましい。
この場合、面内位相差Ｒｅ 2は１５０ｎｍ以下、さらには１４５ｎｍ以下であるのが好ま
しい。光学フィルムは、ＩＰＳモード液晶表示装置における液晶セルの両側に用いる。こ
の場合には、後述するが、入射側に配置される光学フィルムに用いる位相差フィルムは、
視認側に配置されたる光学フィルムに用いる位相差フィルムよりも面内位相差Ｒｅ 2が小
さいものを用いるのが好ましい。位相差フィルムの厚さｄ 2は特に制限されないが、通常
４０～１００μｍ程度、好ましくは５０～７０μｍである。
【００１１】
　また透過型液晶表示装置において、視認側および入射側のセル基板に配置する前記光学
フィルムは、無印加状態において液晶セル内の液晶物質の異常光屈折率方向と入射側の前
記光学フィルムの偏光板の吸収軸が平行状態にあることが好ましい。
【００１２】
　上記のように、視認側および入射側のセル基板に前記光学フィルムを配置する場合には
、偏光を制御するための位相差フィルムの波長分散の影響を低減する点から、前記光学フ
ィルムは、偏光板の吸収軸と位相差フィルムの遅相軸が平行するように積層したものを用
いる。
【００１４】
　本発明のＩＰＳモードの液晶表示装置では、偏光板と位相差フィルムを積層した本発明
の光学フィルムをＩＰＳモードの液晶セルの両面に配置することにより、ＩＰＳモードの
液晶表示装置おいて従来生じていた黒表示時の光漏れを低減することができる。かかるＩ
ＰＳモードの液晶表示装置は、全方位にわたり高いコントラスト比を有し、広視野角で見
やすい表示を実現可能である。
【００１５】
　前記透過型液晶表示装置は、５５０ｎｍにおける位相差値が電圧無印加時において２３
０～３６０ｎｍであるＩＰＳモードの液晶セルを用いたＩＰＳモード液晶表示装置に適用
することが好ましい。
【００１６】
　前記光学フィルムはＩＰＳモード液晶表示装置への適用が好適である。ＩＰＳモードの
液晶セルを構成する材料は特に限定されるものではなく、通常、使用されるものを適宜使
用できるが、液晶セルの５５０ｎｍにおける位相差値が電圧無印加時において２３０～３
６０ｎｍのものへの適用が、位相差フィルムによる補償機能を好適に付与できる点から好
適である。前記液晶セルの５５０ｎｍにおける位相差値は電圧無印加時において、より好
ましくは２３０～３６０ｎｍ、さらに好ましくは２５０～２８０ｎｍである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下本発明の光学フィルムおよび画像表示装置を図面を参照しながら説明する。図１に
示す通り、本発明の光学フィルム３は、偏光板１に、位相差フィルム２が積層されている
。偏光板１としては、偏光子１ａの両面に透明保護フィルム１ｂが積層されたものが用い
られる。片面に、位相差フィルム２が積層されている場合の例である。偏光板１の吸収軸
と位相差フィルム２の遅相軸は直交または平行になるように積層されている。図１（Ａ）
が直交、図１（Ｂ）が平行になるように積層した場合である。
【００１８】
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　偏光子は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。こ
れらのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光
子が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、５～８０μｍ程
度である。
【００１９】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を
含んでいてもよいヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応
じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビ
ニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れ
やブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルム
を膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色
した後に行っても良いし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してからヨウ素で染
色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸することができ
る。
【００２０】
　前記偏光子に設けられる透明保護フィルムとしては、前記面内位相差Ｒｅ 1が１０ｎｍ
以下であり、かつ厚み方向位相差Ｒｔｈが３０～１００ｎｍのものを特に制限なく使用で
きる。かかる透明保護フィルムを形成する材料としては、例えば、ポリエチレンテレフタ
レートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、ジアセチルセルロース
やトリアセチルセルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメチルメタクリレート等のア
クリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）等
のスチレン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーなどがあげられる。また、ポリエチ
レン、ポリプロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を有するポリオレフィン、エ
チレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー、
ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン系ポリ
マー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー、ポリ
フェニレンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリ
マー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン系ポリ
マー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーのブレンド物なども前記透明保護フィル
ムを形成するポリマーの例としてあげられる。透明保護フィルムは、アクリル系、ウレタ
ン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型、紫外線硬化型の樹
脂の硬化層として形成することもできる。前記透明保護フィルムの材料としては、一般的
に偏光子の透明保護フィルムとして用いられているトリアセチルセルロースが好適である
。これら透明保護フィルムは、前記面内位相差Ｒｅ 1、厚み方向位相差Ｒｔｈとなるよう
に適宜に延伸処理することができる。
【００２１】
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や反射防止処理
、スティッキング防止や、拡散ないしアンチグレアを目的とした処理を施したものであっ
てもよい。
【００２２】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えば
アクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れ
る硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反
射防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた
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反射防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は隣
接層との密着防止を目的に施される。
【００２３】
　またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害する
ことの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方
式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表
面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の
形成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン
等からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機
系微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使
用量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０重
量部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は偏光板透過光を拡散して
視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【００２４】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保
護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは
別体のものとして設けることもできる。
【００２５】
　前記偏光子と透明保護フィルムとの接着処理には、イソシアネート系接着剤、ポリビニ
ルアルコール系接着剤、ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリエステル等
が用いられる。
【００２６】
　位相差フィルムとしては、前記Ｎｚ値が ～０．８であり、面内位相差値Ｒｅ 2

が６０～３００ｎｍであるものを特に制限なく使用することができる。たとえば、高分子
ポリマーフィルムの複屈折性フィルム、液晶ポリマーの配向フィルムなどがあげられる。
【００２７】
　高分子ポリマーとしては、たとえば、ポリカーボネート、ポリプロピレン等のポリオレ
フィン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル、ポ
リノルボルネン等の脂環式ポリオレフィン、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラー
ル、ポリメチルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチル
セルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリアリレート、ポリ
スルホン、ポリエーテルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサ
イド、ポリアリルスルホン、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリイミド、ポリ塩化
ビニル、セルロース系重合体、またはこれらの二元系、三元系各種共重合体、グラフト共
重合体、ブレンド物などがあげられる。位相差フィルムは、高分子ポリマーフィルムを面
方向に二軸に延伸する方法、面方向に一軸または二軸に延伸し、厚さ方向にも延伸する方
法等により厚さ方向の屈折率を制御することにより得られる。また高分子ポリマーフィル
ムに熱収縮フィルムを接着して加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延伸
処理又は／及び収縮処理して傾斜配向させる方法等により得られる。
【００２８】
　液晶性ポリマーとしては、たとえば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メ
ソゲン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の各種のものなどがあげら
れる。主鎖型の液晶性ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサ部でメソゲ
ン基を結合した構造の、例えばネマチック配向性のポリエステル系液晶性ポリマー、ディ
スコティックポリマーやコレステリックポリマーなどがあげられる。側鎖型の液晶性ポリ
マーの具体例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレート又はポ
リマロネートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサ部を介してネ
マチック配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどがあ
げられる。これら液晶性ポリマーの配向フィルムは、たとえば、ガラス板上に形成したポ
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リイミドやポリビニルアルコール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化珪素を斜
方蒸着したものなどの配向処理面上に液晶性ポリマーの溶液を展開して熱処理することに
より、液晶ポリマーを配向させたもの、特に傾斜配向させたものが好ましい。
【００２９】
　前記位相差フィルムと偏光板の積層法は特に制限されず、粘着剤層等により行うことが
できる。粘着層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例えばアクリル系重合体、シリ
コーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテル、フッ素系
やゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いることができ
る。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と接着性
の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。
【００３０】
　光学フィルムや粘着剤層などの各層には、例えばサリチル酸エステル系化合物やベンゾ
フェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物やシアノアクリレート系化合物、ニッ
ケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理する方式などの方式により紫外線吸収能をもた
せたものなどであってもよい。
【００３１】
　本発明の光学フィルムはＩＰＳモードの液晶表示装置に好適に用いられる。ＩＰＳモー
ドの液晶表示装置は、液晶層を狭持する一対の基板と、前記一対の基板の一方に形成され
た電極群と、前記基板間に挟持された誘電異方性を有する液晶組成物質層と、前記一対の
基板の対向に形成されて前記液晶組成物質の分子配列を所定の方向に配列させるための配
向制御層および前記電極群に駆動電圧を印加するための駆動手段とを具備した液晶セルを
有する。前記電極群は前記配向制御層および前記液晶組成物質層の界面に対して、主とし
て平行な電界を印加するごとく配置された配列構造を有している。当該液晶セルは、前述
の通り、５５０ｎｍにおける位相差値が電圧無印加時において２３０～３６０ｎｍである
ことが好ましい。
【００３２】
　本発明の光学フィルム３は液晶セルの視認側および入射側の両側に配置される。図２は
光学フィルム３を視認側および入射側に配置した場合である。また図２に示すように光学
フィルム３は、位相差フィルム２側を液晶セル４側とするのが好ましい。
【００３３】
　図２では、光学フィルム３として、偏光板１の吸収軸と位相差フィルム２の遅相軸が平
行になるように積層したものが用いられている。液晶セル４の基板の両側に配置した光学
フィルム３（偏光板１）の吸収軸は直交状態に配置されている。図２のように、光学フィ
ルム３をＩＰＳモードの液晶セル４の両側に配置する場合には、無印加状態において液晶
セル４内の液晶物質の異常光屈折率方向と入射側の前記光学フィルム３の偏光板１の吸収
軸が平行状態になるように配置するのが好ましい。
【００３４】
　前記光学フィルム、偏光板は、実用に際して他の光学層を積層して用いることができる
。その光学層については特に限定はないが、例えば位相差板（１／２や１／４等の波長板
を含む）などの液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層を１層または２層以
上用いることができる。特に、偏光板に更に輝度向上フィルムが積層されてなる偏光板が
好ましい。
【００３５】
　偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板について説明する。
直線偏光を楕円偏光または円偏光に変えたり、楕円偏光または円偏光を直線偏光に変えた
り、あるいは直線偏光の偏光方向を変える場合に、位相差板などが用いられる。特に、直
線偏光を円偏光に変えたり、円偏光を直線偏光に変える位相差板としては、いわゆる１／
４波長板（λ／４板とも言う）が用いられる。１／２波長板（λ／２板とも言う）は、通
常、直線偏光の偏光方向を変える場合に用いられる。
【００３６】
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　楕円偏光板は液晶表示装置の液晶層の複屈折により生じた着色（青又は黄等）を補償（
防止）して、前記着色のない白黒表示する場合などに有効に用いられる。更に、三次元の
屈折率を制御したものは、液晶表示装置の画面を斜め方向から見た際に生じる着色も補償
（防止）することができて好ましい。円偏光板は、例えば画像がカラー表示になる反射型
液晶表示装置の画像の色調を整える場合などに有効に用いられ、また、反射防止の機能も
有する。
【００３７】
　偏光板と輝度向上フィルムを貼り合わせた偏光板は、通常液晶セルの裏側サイドに設け
られて使用される。輝度向上フィルムは、液晶表示装置などのバックライトや裏側からの
反射などにより自然光が入射すると所定偏光軸の直線偏光または所定方向の円偏光を反射
し、他の光は透過する特性を示すもので、輝度向上フィルムを偏光板と積層した偏光板は
、バックライト等の光源からの光を入射させて所定偏光状態の透過光を得ると共に、前記
所定偏光状態以外の光は透過せずに反射される。この輝度向上フィルム面で反射した光を
更にその後ろ側に設けられた反射層等を介し反転させて輝度向上フィルムに再入射させ、
その一部又は全部を所定偏光状態の光として透過させて輝度向上フィルムを透過する光の
増量を図ると共に、偏光子に吸収させにくい偏光を供給して液晶表示画像表示等に利用し
うる光量の増大を図ることにより輝度を向上させうるものである。すなわち、輝度向上フ
ィルムを使用せずに、バックライトなどで液晶セルの裏側から偏光子を通して光を入射し
た場合には、偏光子の偏光軸に一致していない偏光方向を有する光は、ほとんど偏光子に
吸収されてしまい、偏光子を透過してこない。すなわち、用いた偏光子の特性によっても
異なるが、およそ５０％の光が偏光子に吸収されてしまい、その分、液晶画像表示等に利
用しうる光量が減少し、画像が暗くなる。輝度向上フィルムは、偏光子に吸収されるよう
な偏光方向を有する光を偏光子に入射させずに輝度向上フィルムで一旦反射させ、更にそ
の後ろ側に設けられた反射層等を介して反転させて輝度向上フィルムに再入射させること
を繰り返し、この両者間で反射、反転している光の偏光方向が偏光子を通過し得るような
偏光方向になった偏光のみを、輝度向上フィルムは透過させて偏光子に供給するので、バ
ックライトなどの光を効率的に液晶表示装置の画像の表示に使用でき、画面を明るくする
ことができる。
【００３８】
　輝度向上フィルムと上記反射層等の間に拡散板を設けることもできる。輝度向上フィル
ムによって反射した偏光状態の光は上記反射層等に向かうが、設置された拡散板は通過す
る光を均一に拡散すると同時に偏光状態を解消し、非偏光状態となる。すなわち、拡散板
は偏光を元の自然光状態にもどす。この非偏光状態、すなわち自然光状態の光が反射層等
に向かい、反射層等を介して反射し、再び拡散板を通過して輝度向上フィルムに再入射す
ることを繰り返す。このように輝度向上フィルムと上記反射層等の間に、偏光を元の自然
光状態にもどす拡散板を設けることにより表示画面の明るさを維持しつつ、同時に表示画
面の明るさのむらを少なくし、均一で明るい画面を提供することができる。かかる拡散板
を設けることにより、初回の入射光は反射の繰り返し回数が程よく増加し、拡散板の拡散
機能と相俟って均一の明るい表示画面を提供することができたものと考えられる。
【００３９】
　前記の輝度向上フィルムとしては、例えば誘電体の多層薄膜や屈折率異方性が相違する
薄膜フィルムの多層積層体の如き、所定偏光軸の直線偏光を透過して他の光は反射する特
性を示すもの（３Ｍ社製、Ｄ－ＢＥＦ等）、コレステリック液晶ポリマーの配向フィルム
やその配向液晶層をフィルム基材上に支持したものの（日東電工社製、ＰＣＦ３５０やＭ
ｅｒｃｋ社製、Ｔｒａｎｓｍａｘ等）如き、左回り又は右回りのいずれか一方の円偏光を
反射して他の光は透過する特性を示すものなどの適宜なものを用いうる。
【００４０】
　従って、前記した所定偏光軸の直線偏光を透過させるタイプの輝度向上フィルムでは、
その透過光をそのまま偏光板に偏光軸を揃えて入射させることにより、偏光板による吸収
ロスを抑制しつつ効率よく透過させることができる。一方、コレステリック液晶層の如く
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円偏光を投下するタイプの輝度向上フィルムでは、そのまま偏光子に入射させることもで
きるが、吸収ロスを抑制する点よりその円偏光を位相差板を介し直線偏光化して偏光板に
入射させることが好ましい。なお、その位相差板として１／４波長板を用いることにより
、円偏光を直線偏光に変換することができる。
【００４１】
　可視光域等の広い波長範囲で１／４波長板として機能する位相差板は、例えば波長５５
０ｎｍの淡色光に対して１／４波長板として機能する位相差層と他の位相差特性を示す位
相差層、例えば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得るこ
とができる。従って、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層又は２
層以上の位相差層からなるものであってよい。
【００４２】
　なお、コレステリック液晶層についても、反射波長が相違するものの組み合わせにして
２層又は３層以上重畳した配置構造とすることにより、可視光領域等の広い波長範囲で円
偏光を反射するものを得ることができ、それに基づいて広い波長範囲の透過円偏光を得る
ことができる。
【００４３】
　また偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層又は３層以上の光学層と
を積層したものからなっていてもよい。従って、上記の反射型偏光板や半透過型偏光板と
位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであってもよい。
【００４４】
　前記光学層を積層した光学フィルム、偏光板は、液晶表示装置等の製造過程で順次別個
に積層する方式にても形成することができるが、予め積層して光学フィルムとしたものは
、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置などの製造工程を向上させうる利
点がある。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前記の偏光板と他の光学層の
接着に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とする
ことができる。
【００４５】
　液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。液晶表示装置は、一般に必要に応じて
の照明システム等の構成部品を適宜に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成され
るが、本発明において前記光学フィルムを用いる点を除いて特に限定はなく、従来に準じ
うる。液晶セルについては、前記例示のＩＰＳモードの他、例えばＶＡ型、π型などの任
意なタイプのものを用いうる。
【００４６】
　液晶表示装置は、照明システムあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置
を形成することができる。さらには液晶表示装置の形成に際しては、例えば拡散板、アン
チグレア層、反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、バ
ックライトなどの適宜な部品を適宜な位置に１層又は２層以上配置することができる。
【実施例】
【００４７】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。
【００４８】
　透明保護フィルムの５５０ｎｍにおける屈折率ｎｘ、ｎｙ、ｎｚを自動複屈折測定装置
（王子計測機器株式会社製，自動複屈折計ＫＯＢＲＡ２１ＡＤＨ）により計測し、面内位
相差Ｒｅ 1、厚み方向位相差Ｒｔｈを算出した。また、位相差フィルムについて同様に計
測し、Ｎｚ、面内位相差Ｒｅ 2を算出した。また液晶セルの５５０ｎｍにおける電圧無印
加時の位相差値は、セナルモン法により測定した。
【００４９】
　実施例１
　（偏光板の作製）
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　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて延伸したフィルム（偏光子：２
０μｍ）の両面に、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム（透明保護フィルム：４
０μｍ）を、接着剤を用いて積層した。ＴＡＣフィルムは、面内位相差Ｒｅ 1：１ｎｍ、
厚み方向位相差Ｒｔｈ：３８ｎｍであった。
【００５０】
　（光学フィルム）
　ポリカーボネートフィルムを延伸することにより、厚さ５０μｍ、面内位相差Ｒｅ 2が
１２０ｎｍ、Ｎｚ＝０．５の位相差フィルム（Ｘ 1）を得た。またポリカーボネートフィ
ルムを延伸することにより、厚さ４８μｍ、面内位相差Ｒｅ 2が２４０ｎｍ、Ｎｚ＝０．
５の位相差フィルム（Ｙ 1）を得た。これら位相差フィルム（Ｘ 1）、（Ｙ 1）と前記偏光
板を、位相差フィルム（Ｘ 1）、（Ｙ 1）の遅相軸と偏光板の吸収軸が平行交状態となるよ
うに粘着剤を用いて積層し、光学フィルム（Ｘ 1）、（Ｙ 1）を作製した。
【００５１】
　（液晶表示装置）
　５５０ｎｍにおける位相差値が３００ｎｍであるＩＰＳモードの液晶セルを用い、図２
に示すように、光学フィルム（Ｘ 1）の位相差フィルム（Ｘ 1）側を、ＩＰＳモードの液晶
セルの光入射側の面になるように粘着剤で積層した。一方、液晶セルの反対側の面には光
学フィルム（Ｙ 1）の位相差フィルム（Ｙ 1）側を粘着剤で積層して液晶表示装置を作製し
た。入射側の光学フィルム（Ｘ 1）の偏光板の吸収軸と液晶セル内の液晶の有する異常光
屈折率方向を平行になるように積層した。入射側の光学フィルム（Ｘ 1）の偏光板の吸収
軸と視認側の光学フィルム（Ｙ 1）の偏光板の吸収軸は直交状態とした。
【００５２】
　（評価）
　この液晶表示装置をバックライトの上に設置し、直交する偏光板の光軸に対する方位方
向４５度において法線方向からの傾き７０度方向のコントラスト比を測定したところ、コ
ントラスト比＝４５であった。コントラスト比の測定は、ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ（ＥＬ
ＤＩＭ社製）を用いて行った。
【００５３】
　実施例２
　（光学フィルム）
　ポリカーボネートフィルムを延伸することにより、厚さ４９μｍ、面内位相差Ｒｅ 2が
８０ｎｍ、Ｎｚ＝０．５の位相差フィルム（Ｘ 2）を得た。またポリカーボネートフィル
ムを延伸することにより、厚さ４８μｍ、面内位相差Ｒｅ 2が２４０ｎｍ、Ｎｚ＝０．５
の位相差フィルム（Ｙ 2）を得た。これら位相差フィルム（Ｘ 2）、（Ｙ 2）と実施例１で
作製した偏光板を、位相差フィルム（Ｘ 2）、（Ｙ 2）の遅相軸と偏光板の吸収軸が平行交
状態となるように粘着剤を用いて積層し、光学フィルム（Ｘ 2）、（Ｙ 2）を作製した。
【００５４】
　（液晶表示装置）
　５５０ｎｍにおける位相差値が３００ｎｍであるＩＰＳモードの液晶セルを用い、図２
に示すように、光学フィルム（Ｘ 2）の位相差フィルム（Ｘ 2）側を、ＩＰＳモードの液晶
セルの光入射側の面になるように粘着剤で積層した。一方、液晶セルの反対側の面には光
学フィルム（Ｙ 2）の位相差フィルム（Ｙ 2）側を粘着剤で積層して液晶表示装置を作製し
た。入射側の光学フィルム（Ｘ 2）の偏光板の吸収軸と液晶セル内の液晶の有する異常光
屈折率方向を平行になるように積層した。入射側の光学フィルム（Ｘ）の偏光板の吸収軸
と視認側の光学フィルム（Ｙ 2）の偏光板の吸収軸は直交状態とした。
【００５５】
　（評価）
　この液晶表示装置をバックライトの上に設置し、直交する偏光板の光軸に対する方位方
向４５度において法線方向からの傾き７０度方向のコントラスト比を測定したところ、コ
ントラスト比＝５５であった。
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【００５９】
　比較例１
　（偏光板の作製）
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて延伸したフィルム（偏光子：２
０μｍ）の両面に、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム（透明保護フィルム：８
０μｍ）を、接着剤を用いて積層した。ＴＡＣフィルムは、面内位相差Ｒｅ 1：４ｎｍ、
厚み方向位相差Ｒｔｈ：５０ｎｍであった。
【００６０】
　（液晶表示装置）
　実施例１で作製した偏光板を、実施例１と同様のＩＰＳモードの液晶セルの両面に粘着
剤で積層して液晶表示装置を作製した。また液晶セルの両面に配置した偏光板は吸収軸が
互いに直交するように配置した。
【００６１】
　（評価）
　この液晶表示装置をバックライトの上に設置し、直交する偏光板の光軸に対する方位方
向４５度において法線方向からの傾き７０度方向のコントラスト比を測定したところ、コ
ントラスト比＝１０であった。
【００６２】
　比較例２
　（光学フィルム）
　ポリカーボネートフィルムを延伸することにより、厚さ５０μｍ、面内位相差Ｒｅ 2が
１４０ｎｍ、Ｎｚ＝１の位相差フィルムを得た。この位相差フィルムと比較例１で作製し
た偏光板を、位相差フィルムの遅相軸と偏光板の吸収軸が直交状態となるように粘着剤を
用いて積層し、光学フィルムを作製した。
【００６３】
　（液晶表示装置）
　５５０ｎｍにおける位相差値が２８０ｎｍであるＩＰＳモードの液晶セルを用い、図３
に示すように、光学フィルムの位相差フィルム側を、ＩＰＳモードの液晶セルの光入射側
の面になるように粘着剤で積層した。一方、液晶セルの反対側の面には偏光板を粘着剤で
積層して液晶表示装置を作製した。入射側の偏光板（光学フィルム）の吸収軸と液晶セル
内の液晶の有する異常光屈折率方向を直交になるように積層した。位相差フィルム（光学
フィルム）の遅相軸は視認側偏光板の吸収軸と平行となった。入射側偏光板（光学フィル
ム）の吸収軸と視認側偏光板の吸収軸は直交状態とした。
【００６４】
　（評価）
　この液晶表示装置をバックライトの上に設置し、直交する偏光板の光軸に対する方位方
向４５度において法線方向からの傾き７０度方向のコントラスト比を測定したところ、コ
ントラスト比＝１１であった。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】本発明の光学フィルムの断面図の一例である。
【図２】本発明の液晶表示装置の概念図である。
【図３】比較例の液晶表示装置の概念図である。
【符号の説明】
【００６６】
　　１　　偏光板
　　１ａ　偏光子
　　１ｂ　透明保護フィルム
　　２　　位相差フィルム
　　３　　光学フィルム
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　　４　　ＩＰＳモード液晶セル

【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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要解决的问题：提供使用通过堆叠偏振片和相位差膜获得的光学膜的液
晶显示器，能够实现具有高对比度并且在IPS（面内切换）中操作的易于
观看的显示器模式。 ŽSOLUTION：在具有以IPS模式驱动的液晶单元和
一对偏振片的透射型液晶显示器中，光学膜以这样的方式层叠，即偏振
片的吸收轴和延迟相的轴相位差膜的相互正交或平行设置。在光学膜
中，通过在偏振器的两个面上层压透明保护膜来获得偏振片，其中透明
保护膜的表面内相位差Re1≤10nm，膜在厚度方向上的相位差Rth当相位
差分薄膜的Nz值为30~100nm时，薄膜的Nz值满足0.1~0.8，薄膜的表面
内相位差Re2（Re2 =（nx2-ny2）×d2）为60~300nm，非寻常光束折射
率方向当没有施加电压时，液晶单元中的液晶物质和入射侧的光学膜的
偏振板的吸收轴彼此平行。 Ž


